









経済協力開発機構（OECD）の動きとして、2014 年 4 月に、OECD による消費課税グ
ローバルフォーラムが開催された。当フォーラムでは、国境を越えたサービス及び無形資
産に対する消費課税の国内法の考え方につき、国際的合意が成された。同年 9 月には、同





EU 域内では、競争中立阻害の問題に対応するため、2015 年 1 月 1 日から「ミニ・ワンス
トップショップ」が採用された。








して、主に 2 点挙げられる。1 点目は、消費税率が 8%に引き上げられ、さらに今後 2017






















注目を集める「アマゾン税」について、第 3 節において、OECD と BEPS での議論を中心
に紹介する。
第 3 章では、国境を越えた役務の提供に対する消費税の見直しについて確認する。改正
の内容は主に 2 点あり、1 点目は内外判定基準を見直し、2 点目は課税方式の見直しであ
る。国際課税ディスカッショングループでの議論と最終的に示された制度案、税制大綱で
公表された案を基にして、検討を加えていくこととする。
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経済協力開発機構（OECD）の動きとして、2014 年 4 月に、OECD による消費課税グ
ローバルフォーラムが開催された。当フォーラムでは、国境を越えたサービス及び無形資
産に対する消費課税の国内法の考え方につき、国際的合意が成された。同年 9 月には、同
じく OECD で行われた「税源浸食と利益移転 行動計画（Action Plan on Base Erosion and
Profit Shifting）行動計画」（以下「BEPS 行動計画」とする。）の中で、拡大するインタ
ーネット取引に対する対処案の一つとして、事業者（Business supplier）から消費者





年 1 月 1 日から「ミニ・ワンストップショップ」が採用され、仕向地主義の徹底が進むこ
ととなる。







1 自民党 「平成 27 年度 税制改正大綱」（2014）84 頁以下




3 実際に、「Amazon.co.jp」というサイトが Amazon.com Int’l Sales, Inc.および Amazon
Services International, Inc.という海外企業による運用であるため、現状として多くの同社か
7問題は以前から指摘4されていたが、近年特に大きく取り上げられるようになった問題であ
る。その理由として、主に 2 点5が挙げられる。1 点目は、消費税率が 8%に引き上げられ、






















5 国際課税 DG3 終了後の記者会見議事録 7 頁に同旨
6 参照「第 3 次内閣の基本方針要旨。」日本経済新聞 2014 年 12 月 25 日朝刊 4 面など。






















7 消費税法第 4 条 3 項 2 号
8 関税法 67 条






11 消費税法施行令第 6 条 2 項 7 号
12 「財産の生産・製造地を課税管轄地とするもの」（水野,1989）をいう。
















税に係る議論をより効率的に行うため、国際課税 DG が設けられ、2014 年 6 月には、「国
境を越えた役務の提供に対する消費税について―制度案について―」15（以下「制度案」
とする。）をとりまとめ、政府税制調査会総会に報告16を行った。制度案を受けて、2014



















































ノミーの国内市場規模は 1 兆 9,330 億円程度とされ、そのうち 6,550 億円程度がクロス
ボーダー取引（国内市場のうち、海外から提供されているもの）とされている。
【図 1-2 国境を越えた役務提供の市場規模】
（出典：税制調査会 第 3 回国際課税 DG 提出資料より）
また、大和総研の調査18によれば、2012 年の市場規模における国境を越えた海外電子
コンテンツの市場規模推計値は、約 5,119 億円とされている。
17 国際課税 DG3（2014）提出資料 9 頁〔国境を越えた役務提供の市場規模の試算〕
http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/discussion1/2014/__icsFiles/afieldfile/2014/04/03/26di
s13kai6.pdf （2014.11.30 閲覧）











2011 年度の税率（5%）に基づいて、単純に計算すれば 300 億円前後の税収を得られた






19 野村総合研究所 「2018 年度までの IT 主要市場の規模とトレンドを展望」（2013）
http://www.nri.com/jp/news/2013/131127.aspx （2014.11.30 閲覧）

























事業 etc.」週刊 T&A master, 504 号（2013）8 頁以下、Lowtus21 Company「国税庁が電子商
取引に関するノウハウ蓄積に自信：電子商取引の市場規模が 100 兆円超える」
http://www.lotus21.co.jp/data/news/0508/news050819_02.html （閲覧：2014.12.30）等
22 T&A master 前掲 8 頁
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第２章 諸外国の消費税制









そこで、第 1 節で EU 域内での付加価値税（以下「VAT」：Value Added Tax とする。）
制度の変遷と 2015 年に施行される「ミニ・ワンストップショップ」について、第 2 節で
米国の小売売上税・使用税制度と近年注目を集める「アマゾン税」について、第 3 節で
OECD ガイドラインやその過程で行われた検討、また BEPS 行動計画についての議論につ
いて紹介する。
第１節 EU での付加価値税制度




23 税制調査会「平成 14 年 6 月 あるべき税制の構築に向けた基本方針」20 頁
http://www.cao.go.jp/zeicho/tosin/pdf/140614.pdf （閲覧：2014.12.30）
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イギリス 20.0% 0.0/5.0% 25.0%
イタリア 22.0% 4.0/10.0% 29.9%
ドイツ 19.0% 7.0% 37.5%
フランス 20.0% 2.1/5.5/10.0% 52.7%
日本（参考） 5.0% 単一税率 22.7%
※1 2014 年 1 月 1 日時点の税率
※2 2011 年分データ24による。ただし日本は 2013 年のデータによる。
そのため、VAT が重要な地位を占める欧州では、VAT をどのように効率的に徴収す
るかについて、長年試行錯誤が続けられてきた。なお、EU では、標準税率はすべての
消費の約 3 分の 2 をカバーしているにすぎず、残りの 3 分の 1 は非課税または軽減税率
の対象とされている25など、VAT が広い課税ベースのもとで、効率的・効果的に徴収さ
れているとは言いがたい面26もある。






欧州における VAT の導入は古く、1954 年にフランスがそれまでの間接税の欠点
を克服する形で、VAT を導入した。1967 年に EEC（欧州経済委共同体）がスター
トした際には、欧州 6 カ国の間で VAT が共通税として導入された。1977 年には
VAT 第 6 次 EU 理事会指令29が出された。この指令は、VAT の具体的な仕組みを明
確化したという点で重要なものであり、欧州だけでなく世界各国が VAT を導入す
















25 Copenhagen Economics, Study on reduced VAT applied to goods and services in the
Member States of the European Union, Final Report （2007）
26 EU 加盟国のうち、実際の VAT の税収は、すべての最終消費が標準税率で課税される場合
を仮定した理論上の税収の 55％である。日本は 72%（付加価値税報告書「付加価値税および
その他の消費税」より）とされ、EU 諸国と比べて効率的に徴収できていることがうかがえる。
27 Subhajit Basu. (2007). “Global Perspectives on E-commerce Taxation Law” Ashgate,
p205
28 欧州の付加価値税制度につき、国際課税 DG5 参考資料 [欧州におけるサービスへの付加価
値税について]、天野史子『欧州付加価値税ハンドブック―27 カ国の VAT 税制と実務問題―』
（中央経済社, 2009）29 頁以下、岩崎政明「デジタルコンテンツの国際電子取引に係る消費税
の賦課徴収方法―EU の制度・経験と日本のとるべき方策―」租税研究 764 号（2013）336 頁
以下、志賀櫻「消費税法 : 第 8 章 EU の付加価値税におけるサービス取引と電子商取引」月
刊税務事例 44 巻 10 号（2012）15 頁以下、西山由美「デジタル・サービスに対する消費課税
の新ルール ―OECD と EU の動向を中心として―」税経通信 69 巻 7 号（2014）27 頁以下、
沼田・前掲（2012） 278 頁以下、森信茂樹「国境を超えるデジタル財の取引と消費税」税務


















指令 45 条は、B to C 取引に関する課税地の規定であり、サービス提供者の事務
所の所在地国が課税地となることを規定する。このルールによれば、B to C 取引の
場合、課税事業者が課税事業者登録をしている国の税率で課税がなされることにな





32 B to B 取引とは、事業者（Business supplier）から事業者（Business customer）への役
務提供をいう。















































38 沼田博幸「一般間接税 100 年の回顧と展望―クロスボーダー取引への対応を中心として―」
租税研究 782 号（2014）41 頁
20
（以下「売上税」とする。）を執行する米国について整理39する。




















おける nexus の研究」第 23 回日税研究賞入選論文集収録（2000）、沼田・前掲（2014）34
頁、藤田英里子「米国における電子商取引課税の現状と課題―州際取引における売上税・使用
税の問題を中心に」税務大学校論叢（55）（2007）、吉村政穂「アマゾン税をめぐる議論は州売
上税の将来に何をもたらすのか？」 論究ジュリスト 4 号（2013）207 頁以下参照。
40 沼田・前掲（2014）34 頁
41 金子宏『租税法（第 18 版）』（弘文堂, 2013）の分類でいうところの、単段階一般消費税で
ある。
42 「消費者」に対して課税を行う州として、ニューヨーク州 (州税法§1110、有体動産を使用
するものに課税) 、ニューメキシコ州 (州法§7-9-7、その資産を使用するもの) 、ミシガン州
(州法§205.93 「全ての者」に有体動産の)
43 渡辺智之「クロスボーダー取引と消費課税―電子商取引への対応―」Discussion paper



























45 合衆国憲法 1 条 8 節 3 項
46 同修正 5 条及び 14 条
47 Quill Corp. v. North Dakota, 504 U.S. 298 (1992).
48 National Bellas Hess v. Dep’t of Revenue, 386 U.S. 753 （1967）.
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進することを目的に、インターネット課税免除法 (Internet Tax Freedom Act49 、
以下 「ITFA」とする。) を成立させた。この法律の内容は50、連邦・州・地方政




正が行われ、期限の延長も行われた。最新の改正は 2014 年 12 月に行われ、有効期
間は 2015 年 10 月 1 日に延長された。
他方、州レベルでは、定義の統一・課税対象に統一・税率の簡素化のために、多
くの州の協力のもと 2002 年に売上税・使用税簡素化協定 (Streamlined Sales and


































第 3 節 OECD における検討状況
1. OECD 国境を越えた取引に係る消費課税ガイドライン








53 「売上税徴収も生かすしたたかさ」日経ビジネス 2012 年 7 月 30 日号 90 頁
54「アマゾン税」創設の動きの意義について、青山慶二「国境を越える取引に係る課税の在り
方＜電子商取引に係る消費課税と無形資産の移転価格ルールを中心に＞」税研 29 巻 5 号 53 頁
（2014）













このレポートを踏まえ、OECD 租税委員会では、2001 年57及び 2003 年58に国境
を越えた電子商取引に関する報告書を公表し、次のような基本的な方向性を勧告し
ている。











57 ‘’Taxation and Electronic Commerce-Implementing the Ottawa Taxation Framework
Conditions’’ (the ‘’2001 Report’’)
58 ‘’Implementation of the Ottawa Taxation Framework Conditions’’ (the ‘’2003 Report’’)
25
る消費税ガイドラインの策定59に着手し始めた。2014 年 4 月 17 日・18 日には、「第







－ ①中立性の原則、②役務・無形資産の B to B（事業者間）取引に係る課税地、
を含む本ガイドラインの最初の 3 章が、本年 1 月 29 日の OECD 租税委員会
（CFA）において承認されたことを歓迎する。
－ これら 3 章を、中立性の確保及び役務・無形資産の B to B 取引に係る課税地
の判定に関し、国内法の策定・施行の際の参照基準になるものとして支持する。
－ OECD に対し、国境を越えた役務・無形資産の B to C（対消費者）取引につ
いて実効的かつ明解な取扱いを確保することを含め、本ガイドラインの残りの章に


















国境を越えた役務の B to B 取引においては、役務の受領者が所在する国でのみ課税
されることを担保しようとするものである。OECD は、電子書籍の配信といった消
費者向け取引の課税についても、2015 年 11 月を目途に指針をとりまとめ、加盟国
などへの採用を働き掛ける予定である。






OECD は、BEPS 行動計画の「行動 1 電子商取引課税」において、「クロスボー
ダーの電子商取引に対する直接税・間接税のあり方を検討する報告書」63（以下「行
動 1 報告書」とする。）を、2014 年 9 月 16 日に公表した。報告書では、国境を越
えたインターネット取引への課税手法も打ち出した。OECD が行動 1 報告書の中で
示した潜在的なオプションは、①電子商取引の決済を行う金融機関等への源泉徴収、





OECD・EU 双方で、B to B 取引はリバースチャージ方式、B to C 取引は国外事業者





















第 1 章で見たように、2014 年 6 月に国際課税 DG は政府税制調査会総会に制度案を伝
え、それを受けて 2014 年 12 月 30 日に公表された税制大綱において、国境を越えた役務



















り、消費税法施行令第 6 条 1 項が関連する可能性65もある。そのため、税制大綱では、
65 消費税法上の取扱いにおける、著作権の貸付けと役務提供の区分について、白木康晴「電子
商取引における消費税課税の区分について―著作権の譲渡、貸付け及び役務提供の区分等につ


























66 「消費税内外判定基準の見直しの国内事業者への影響」週刊税務通信 3346 号（2015）7 頁
67 報告書・前掲 8 頁














































B to B 取引に係る課税方式については、国際課税 DG の中で 3 つの案が議論され




併用する方法である。具体的には、B to C 取引が想定される電子書籍、音楽の配信
といったサービスを少しでも行う事業者には、事業者としての登録を義務付けたう
70 第 2 章で見たように、米国における使用税が機能していないことからも、消費者による自己
申告制は現実的な選択肢でないことが分かる。
33
えで、B to B 取引も含めた全ての国内向けの役務提供について、国外事業者に申告
納税義務を課す。一方、広告の配信といった B to B 取引しか行わない事業者につい
ては、案 2 と同様リバースチャージ方式を採用する方法である。
国際課税 DG 内では、案 3 を軸に検討が行われた。案 3 を軸とした理由として、
以下が挙げられる。案 1 と比較した場合、執行管轄の及ばない国外事業者の適正な
納税が行われない恐れがある点で、案 1 よりも他の 2 案が優れているとされる。ま
た、国外事業者が、日本国内の取引相手のステータスを確認する必要がないという
点で、案 3 は案 2 より優れているとされる。EU 諸国は課税事業者番号（VAT-ID）
を活用している71一方で、日本には現状では取引相手の属性を見分ける手段がない
からである。











































































など工夫を求めた。」と日本経済新聞が報じる（2014 年 12 月 1 日朝刊 15 頁）など、取引区分
についての課題は残る。
76 リバースチャージ方式の導入に係る課税対象の規定の見直しの経緯については、国際課税














































































スが割高に感じられる。このため、スピーディな判断が求められる B to B 取引で、
税込価格と税抜価格を比べた際に混乱が生じないよう、国外事業者に通知義務を課
すこととした。
77 国際課税 DG5 終了後の記者会見議事録 4 頁において、「制度を立ち上げるのだから、今回は
事業者にできるだけ負担をかけないでやる」と発言するなど、国内事業者に配慮があったこと
がうかがえる。



























法第 74 条の 9 第 3 項第 2 号に規定する税務代理人をいう。）があること。














































































80 消費税法第 30 条 1 項
81 国税通則法 117 条。日本法に基づく納税義務者が日本国内に所在しない場合は、納税管理人
を定める規定。ただし、義務違反に対する罰則等の規定はない。































86 一連の議論の中で、仕向地主義の原則の貫徹を重視していたことは、国際課税 DG5 終了後
























































































94 国際課税 DG3 議事録 14,16 頁、阿部敦壽, 大森朝之「越境役務提供に対する消費税の課税
（特集 加速する国際課税制度の変容）」ジュリスト 1468 号（2014）55 頁等においても、同様
の問題意識が提起されている。








2011 年に多国間条約としての税務行政執行共助条約に署名、2013 年 10 月に発効















96 国際課税 DG5〔我が国における情報交換の現状について〕（2014）2 頁
http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/discussion1/2014/__icsFiles/afieldfile/2014/06/26/26dis15
kai6.pdf （閲覧：2014.12.30）
97 同条 1 項
98 OECD モデル条約における第 27 条
99 国際課税 DG5〔我が国における情報交換の現状について〕（2014）3 頁
100 国内法の改正について、金子・前掲（2013）458 頁以下。























題」本庄資『国際課税の理論と実務 73 の重要課題』大蔵財務協会（2011）985 頁以下など。





108「経理方式、インボイス軸、軽減税率で４案、公明も容認姿勢。」日本経済新聞 2014 年 5
























111 知原信良, 上西左大信「PERSON 消費税(10%)についての諸問題」税研 30 巻 5 号（2015）
8 頁,他多数
112 本稿第四章第 1 節 1 項
113 水野・前掲（1989）185 頁、森信茂樹「軽減税率、給付付き税額控除とインボイス」租税
研究 782 号（2014）24 頁, 27 頁
114 EU 域内諸国をはじめ（付加価値税指令 178 条）、VAT 税制を持つ国の大半がインボイス方
式を採用している。EU 域内のインボイス方式制度については、西山由美「セミナー 消費税の





入は不可」税理 55 巻 11 号（2012）4 頁）
116 事務負担の増加について、久乗哲「インボイス方式の概要と導入の是非 (特集 消費税増税 :
その論点と実務の課題)」税理 55 巻 11 号（2012）65 頁参照
117 森信・前掲（2014）26 頁
118 久乗・前掲（2012）64 頁
119 森信・前掲（2014）25 頁以下、西山・前掲（2013）120 頁、久乗・前掲（2012）65 頁
120 森信・前掲（2014）24 頁
121 インボイスの電子化について、玉岡雅之「付加価値税とインボイス : 電子納税化を視野に
入れて」租税研究 769 号（2013）54 頁以下、山元俊一「日税研究賞受賞論文から 付加価値
税の電子・効率化とわが国への電子インボイス導入に向けて : 日本版 VIES (VAT Information






























124 諸外国との免税点制度の比較について、井藤丈嗣「益税・損税問題への対応 (特集 消費税
増税 : その論点と実務の課題)」税理 55 巻 11 号（2012）
125 インボイスの電子化と免税点制度の関係について、山本・前掲（2014）114 頁
126 TIN について、「納税者番号（TIN）」OLD REPUBLIC
https://www.ortconline.com/web/clients/flyers/downloads/japanese/TaxIdentificationNumb
ersJapanese.pdf （閲覧：2015.1.5）































(特集 法人税改革,電子商取引課税,出国時課税はどうなる? 27 年度税制改正大綱早わかり) 」
税務弘報 63 巻 3 号（2015）17 頁
133 山崎昇「電子商取引における国際取引課税上の諸問題―外国法人の消費者向け取引の課税










れること135になるであろう。B to B 取引については当面リバースチャージ方式が
用いられることを前提とすると、B to C 取引への対処が重要となる。
この点における将来的な選択肢として、沼田教授が挙げた案136を 4 つ紹介する。
1 点目は、ワンストップショップを全世界に広めることである。つまり、供給者は
所在地国の税務当局を唯一の窓口として、全ての国の顧客を対象とした B to C 取
引について仕向地主義で課税するものである。VAT の執行が、供給者の所在する原
産地国で行えるという利点がある。2 点目は、仕向地主義を諦め、原産地課税で妥
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